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平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要  平 成 １７年 １０月 １３日  

上場会社名  上 場 取 引 所 東京証券取引所（市場第一部） 

コード番号 ７ ９ ４ ９  大阪証券取引所（市場第一部） 

（ＵＲＬ http://www.komatsuwall.co.jp/） 本社所在都道府県 石川県 

代 表 者 役 職 名            代表取締役社長 氏名  加 納   裕  

問合せ先責任者役職名            取締役経理部長 氏名  鈴 木 裕 文  

Ｔ Ｅ Ｌ （０７６１）２１－３１３１   

決算取締役会開催日  平成１７年１０月１３日 中間配当制度の有無 有 ・ 無 
中間配当支払開始日  平成１７年１１月２５日 単元株制度採用の有無 有(１単元１００株)  
 
１．平成１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
（１）経営成績                                                              （百万円未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
平成 17 年 9 月中間期 １１，０６５ (   3.9) ５８７ (△30.8) ７５０ (△20.6) 
平成 16 年 9 月中間期 １０，６４６ (   6.1) ８４９ (   1.9) ９４５ (   7.2) 

平成 17 年 3 月期 ２４，５４２ (   5.9) ２，２９６ (  10.7) ２，４２４ (  12.8) 
 

１ 株 当 た り  
中間(当期)純利益 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
 百万円 ％       円   銭 
平成 17 年 9 月中間期 １５３ (△73.2) １４  ５３ 
平成 16 年 9 月中間期 ５７３ (  16.5) ５４  ２１ 
平成 17 年 3 月期 １，３８６ (  13.8) １２５  ０９ 

（注）①期中平均株式数 平成 17 年 9 月中間期 10,563,352 株  平成 16 年 9 月中間期 10,582,691 株 
平成 17 年 3 月期 10,582,546 株 

 ②会計処理の方法の変更  有 
 ③売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）配当状況 

 １ 株 当 た り 中 間 配 当 金 １株当たり年間配当金 
       円   銭       円   銭 

平成 17 年 9 月中間期 １７  ５０ － 
平成 16 年 9 月中間期 １６  ５０ － 
平成 17 年 3 月期 － ３３  ００ 
(注)平成 17 年 9 月中間期配当金の内訳 記念配当 －円－銭  特別配当 －円－銭 

（３）財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％     円  銭 
平成 17 年 9 月中間期 ２５，２６５ ２１，０３０ ８３．２ ２，００７ ２４ 
平成 16 年 9 月中間期 ２４，８９９ ２０，７２０ ８３．２ １，９５７ ９９ 

平成 17 年 3 月期 ２６，１３９ ２１，３７９ ８１．８ ２，０１４ ４３ 
（注）①期末発行済株式数 平成 17 年 9 月中間期 10,477,136 株  平成 16 年 9 月中間期 10,582,540 株 

平成 17 年 3 月期 10,582,336 株 
②期末自己株式数  平成 17 年 9 月中間期 426,104 株  平成 16 年 9 月中間期 320,700 株 

平成 17 年 3 月期 320,904 株 

２．平成１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金             
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期  末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 ２６，０００ ２，６００ １，２２０ １７ ５０ ３５ ００ 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １１０円４８銭  

 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際

の業績は、 今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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比 較 中 間 貸 借 対 照 表 
 

（百万円未満切捨） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 
要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  
％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産       

 １． 現 金 及 び 預 金 ５，５６６  ４，８０５  ４，４９６  

 ２． 受 取 手 形 ３，４１９  ３，２５９  ３，８２７  

 ３． 売 掛 金 ２，６９６  ２，９３６  ４，０４６  

 ４． 棚 卸 資 産 ３，１２８  ３，１８８  ２，７６２  

 ５． そ の 他 ４７７  ４２５  ４６４  

  貸 倒 引 当 金 △ ７７  △ １２２  △ １５６  

 流 動 資 産 合 計 １５，２０９ ６１．１ １４，４９１ ５７．４ １５，４４１ ５９．１ 

Ⅱ 固 定 資 産       

 １． 有 形 固 定 資 産       

  （１）建   物 １，４６５  ２，２５７  １，４１６  

  （２）土   地 ２，９８６  ２，４９６  ２，９８６  

  （３）そ の 他 ７０６  １，２７０  １，６５４  

 有形固定資産合計 ５，１５８ ２０．７ ６，０２４ ２３．８ ６，０５７ ２３．２ 

 ２． 無 形 固 定 資 産 ３６６ １．５ ３３０ １．３ ３５７ １．３ 

 ３． 投資その他の資産        

  （１）保険積立金 ３，０９３  ３，０５１  ３，１６９  

  （２）そ の 他 １，１９６  １，４８１  １，２３８  

  貸倒引当金 △ １２５  △ １１３  △ １２３  

 投資その他の資産合計 ４，１６４ １６．７ ４，４１８ １７．５ ４，２８３ １６．４ 

 固 定 資 産 合 計 ９，６８９ ３８．９ １０，７７３ ４２．６ １０，６９８ ４０．９ 

 資 産 合 計 ２４，８９９ １００．０ ２５，２６５ １００．０ ２６，１３９ １００．０ 
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（百万円未満切捨） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 
要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 9 月 30 日現在) (平成 17 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債       

 １．買 掛 金 １，３７３  １，２８９  １，８１３  

 ２．未 払 金 ３９８  ５０８  ４６６  

 ３．未 払 法 人 税 等 ３８７  ２５６  ５９５  

 ４．賞 与 引 当 金 ５２２  ５５３  ６１６  

 ５．そ の 他 １，１１１  １，１２８  ８１８  

 流 動 負 債 合 計 ３，７９２ １５．２ ３，７３６ １４．８ ４，３１１ １６．５ 

Ⅱ 固 定 負 債       

 １．退職給付引当金 ３８６  ４９８  ４４８  

  固 定 負 債 合 計 ３８６ １．６ ４９８ ２．０ ４４８ １．７ 

 負 債 合 計 ４，１７９ １６．８ ４，２３５ １６．８ ４，７５９ １８．２ 

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資  本  金 ３，０９９ １２．４ ３，０９９ １２．３ ３，０９９ １１．９ 

Ⅱ  資 本 剰 余 金       

 １．資 本 準 備 金         ３，０３１  ３，０３１  ３，０３１  

 ２．その他資本剰余金 ０  ６  ０  

 資本剰余金合計 ３，０３１ １２．２ ３，０３７ １２．０ ３，０３１ １１．６ 

Ⅲ  利 益 剰 余 金       

 １．利 益 準 備 金 ３０１  ３０１  ３０１  

 ２．任 意 積 立 金 １３，６８４  １４，５７７  １３，６８４  

 ３．中間(当期)未処分利益 ８７５  ５３６  １，５１３  

 利益剰余金合計 １４，８６１ ５９．７ １５，４１５ ６１．０ １５，４９９ ５９．３ 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ６４ ０．３ １２１ ０．５ ８６ ０．３ 

Ⅴ 自 己 株 式 △ ３３７ △ １．４ △ ６４４ △ ２．６ △ ３３７ △ １．３ 

 資 本 合 計 ２０，７２０ ８３．２ ２１，０３０ ８３．２ ２１，３７９ ８１．８ 

 負 債 資 本 合 計 ２４，８９９ １００．０ ２５，２６５ １００．０ ２６，１３９ １００．０ 
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比 較 中 間 損 益 計 算 書 
 

（百万円未満切捨） 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 
前 事 業 年 度 の 
要 約 損 益 計 算 書 

自平成 16 年 4 月 1 日 

至平成 16 年 9 月 30 日 

自平成 17 年 4 月 1 日 

至平成 17 年 9 月 30 日 

自平成 16 年 4 月 1 日 

至平成 17 年 3 月 31 日 

期  別 

 

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 １０，６４６ １００．０ １１，０６５ １００．０  ２４，５４２ １００．０ 

Ⅱ 売 上 原 価 ７，３２９ ６８．８ ７，７９０ ７０．４ １７，１５７ ６９．９ 

 売 上 総 利 益 ３，３１７ ３１．２ ３，２７４ ２９．６ ７，３８５ ３０．１ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２，４６７ ２３．２ ２，６８６ ２４．３ ５，０８８ ２０．７ 

  営 業 利 益 ８４９ ８．０ ５８７ ５．３ ２，２９６ ９．４ 

Ⅳ 営 業 外 収 益 １０３ １．０ １６８ １．５ １４２ ０．６ 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ７ ０．１ ５ ０．０ １４ ０．１ 

 経 常 利 益 ９４５ ８．９ ７５０ ６．８ ２，４２４ ９．９ 

Ⅵ 特 別 利 益 ３９ ０．３ － － ２７ ０．１ 

Ⅶ 特 別 損 失 ２３ ０．２ ４９４ ４．５ １２６ ０．５ 

 税引前中間(当期)純利益 ９６１ ９．０ ２５６ ２．３ ２，３２５ ９．５ 

 法人税､住民税及び事業税 ３７５ ３．５ ２５５ ２．３ １，０３４ ４．２ 

 法 人 税 等 調 整 額 １２ ０．１ △ １５１ △ １．４ △ ９５ △ ０．３ 

 中 間 ( 当期 )純 利 益 ５７３ ５．４ １５３ １．４ １，３８６ ５．６ 

 前 期 繰 越 利 益 ３０２  ３８３  ３０２  

 中 間 配 当 額 －  －  １７４  

 中間（当期）未処分利益 ８７５  ５３６  １，５１３  
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中間財務諸表作成の基本となる事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

① 子会社株式    ・・・ 移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産 

製品、仕掛品及び未成工事 ・・・ 個別法による原価法 

原 材 料        ・・・ 移動平均法による原価法 

貯 蔵 品        ・・・ 最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産         ・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法 

主な耐用年数は以下のとおり 

建物 ８～５０年   

無 形 固 定 資 産         ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 

（ソフトウェア）      

 

３．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金       ・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

賞 与 引 当 金       ・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度か

ら会計処理しております。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更） 

当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（企業会計基

準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これにより減損損失４９０百万円を特別損失に計

上したため、税引前中間純利益は同額減少しております。 
 
[１株当たりの配当金内訳] 

 前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 
 （中間配当） （中間配当） （年間配当） 

普通（旧）株式 円   銭 円   銭 円   銭 
（内訳） １６  ５０ １７  ５０ ３３  ００ 

記念配当 － － － 
特別配当 － － － 

 
［注記事項］ 
（貸借対照表関係）              前中間会計期間末  当中間会計期間末   前事業年度末 

                      百万円       百万円      百万円 
１．有形固定資産の減価償却累計額    ４，３２３     ４，５１６    ４，４０４ 

 
（損益計算書関係）            前中間会計期間    当中間会計期間       前事業年度 
                         百万円       百万円      百万円 

１．減価償却実施額     有形固定資産 
無形固定資産  

１１４ 
５８ 

１４８ 
５７ 

２３８ 
１２０ 

２．営業外収益のうち主要なもの 
   受取利息                ２ ０ ４ 
３．営業外費用のうち主要なもの 

売上割引 
 

７ ５ 
 

１３ 
４．減損損失 

当中間会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 
   （単位：百万円） 

場 所 用途 種類 金 額 
大阪府堺市 倉 庫 土地 ４３８ 
愛媛県松山市 事務所 土地 ５２ 

 
当社は、営業拠点については事業所別に、製造拠点については関連する工場を一体として、遊休

資産については当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 
上記の土地は、帳簿価額に比して市場価格が著しく下落していることから土地の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。 
なお、当該土地の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価基準に基づ

く鑑定評価額等により算定しております。 
 

（リース取引関係） 
 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
 

以 上 


